(別添様式１- １)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　　　項：教育総務費　　　目：教育指導費
	事業名:研修事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　教育委員会　教育研修課　研修担当　電話番号：058-271-3326
　　　　　　　　　　　E-mail：c17781@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：　　5,932千円（前年度予算額：　5,932千円）

	事業内容


	１　事業の内容


児童生徒が確かな学力を身に付け，ふるさと岐阜県の将来を担っていくためには，教員の資質向上が不可欠である。教員研修は地方公務員法や教育公務員特例法においても，県の責務とされている。そこで岐阜県では，経験年数や職務に応じた研修及び専門的な知識，技能を高める研修，喫緊の教育課題や情報にかかわる研修等を実施し，教員の資質向上を目指している。
	２　所要経費


	区　　　分

	Ｈ２４要求額（単位：千円）

	基本研修費
	５４０

	幼稚園12年目研修費
	８

	常勤講師研修費
	６１９

	専門研修費
	３，８５１

	学校づくり支援事業費
	３８４

	教頭等民間派遣研修事業費
	４４

	育児休業復帰支援研修費
	４８６

	研修事業費計
	５，９３２


	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


岐阜県では，平成12年度より県独自の「ライフステージに即した研修体系」による計画的な研修を実施してきている。今後もさらに教員の資質向上を目指し，より効果的な研修の内容を検討し実施していく。
	２　これまでの取組状況


平成16年度に国庫補助が廃止された経年研修についても，「ライフステージに即した研修体系」に基づき研修事業を進めている。今後、教員の大量退職・大量採用時代を迎えることを踏まえ，経年研修の見直しを図るとともに，自己啓発面談を通して個々の教員の課題を明確にし，個々に応じた研修を実施していく。
	３　これまでの取組に対する評価


初任者研修をはじめとする経年研修，新任校長研修をはじめとする職務研修，また専門的な知識技能を高める研修，喫緊の教育課題に対応するための研修等によって，児童生徒にとってより質の高い教育実現につながっている。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	　5,932
	
	
	
	
	
	
	
	　5，932

	要求額
	5,932
	
	
	
	
	
	
	
	5,932

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


